
入札説明書

南阿蘇鉄道株式会社の第一白川橋りょう復旧工事に係る手続き開始の公示に基づく技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ）については、関係法令に定めるほか、この入札説明書によるものとする。

１.手続き開始の公示日　平成３０年５月１８日
２.契約責任者　南阿蘇鉄道株式会社　代表取締役社長　草村大成
３.担当部署　南阿蘇鉄道株式会社　総務課
（住　　所）〒869-1602　熊本県阿蘇郡高森町大字高森1537-2 

（電話番号）　0967-62-0058
４.工事概要

（１）工事名　南鉄災復第H30-1号　第一白川橋りょう復旧工事
（２）工事場所　熊本県阿蘇郡南阿蘇村～熊本県菊池郡大津町
（３）本件工事の内容
１）詳細設計（以下、「設計業務」という。）

ア）実施設計①（以下、「上部工設計業務」という。）
・設計延長　L=152.4m、橋梁上部工架替詳細設計一式
・橋梁上部工架替詳細設計には、既設橋梁の撤去設計、架替後の詳細設計、架替後の全体系３次元非線形動的解析を含む
・別途実施している「南阿蘇鉄道復旧工事に伴う調査・設計及びマネジメント業務」において、下部工詳細設計を実施するため、平成30年10月までに上部工反力を提出する。

イ）実施設計②（以下、「仮設備工設計業務」という。）
・仮設備工は、資機材搬入路の確保、架替工事における安全対策、架替えにともなう仮設備の設計を含む。

２）橋梁工事

ア）施工①（以下、「仮設備・安全対策・下部工補強工事」という。）
・仮設備工事は、資機材搬入路の確保、架替工事における安全対策、架替えにともなう仮設備の設置を含む。
・安全対策工事は、犀角山側下部工周辺斜面及び戸下トンネル起点方下部工周辺斜面を対象とする。
・下部工補強工事は、「南阿蘇鉄道復旧工事に伴う調査・設計及びマネジメント業務」において実施された下部工補強設計に基づいて実施する。対象構造は、１A橋台、１P～３P橋脚、２A橋台とする。なお、下部工補強設計の結果により補強対象を変更する可能性がある。

イ）施工②（以下、「橋梁撤去・工場製作工事」という。）
・橋梁撤去工事では、既設上部工を中心として、架け替えに不要な部材の解体・撤去を実施する。
・工場製作工事では、実施設計①で実施した上部工詳細設計に基づき、上部工部材（支承等の付属物を含む）を製作する。

ウ）施工③（以下、「上部工架設・仮設備撤去工事」という。）

・上部工架設工事は、実施設計①で実施した上部工詳細設計に基づき、上部工を架設する。
・仮設備撤去工事は、橋梁架替工事のために設置した仮設備を撤去する。
ただし、ア）・イ）・ウ）の施工範囲については、詳細設計の状況に応じて内容を変更する場合がある。
（４）工　　期
　上部工設計業務：契約締結日の翌日から平成３１年３月３１日

仮設備工設計業務：契約締結日の翌日から平成３１年３月３１日

仮設備・安全対策・下部工補強工事：平成３１年４月１日から平成３３年３月３１日
橋梁撤去・工場製作工事：平成３３年４月１日から平成３４年３月３１日
上部工架設・仮設備撤去工事：平成３４年４月１日から平成３５年３月３１日

ただし、下記の場合は、工期の変更を行う場合がある。

（ア）第三者協議等の結果により、現場条件が変更となった場合

（イ）本件工事外の設計業務や橋梁工事の状況に応じて実施設計（提案内容）内容を変更する場合

（ウ）技術提案及び詳細設計に基づき、橋梁工事の工期の短縮・変更する場合
（５）本件工事は、技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ）の対象工事である。技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ）は、契約責任者が工事の目的を達成するため、仕様及び最低限の要求事項（性能）を提示し、設計手法、高度な技術提案及び施工計画等の「当社の要求を最も的確に満たす技術提案」を公募し、技術提案書の提出を行った者と技術提案書の内容に関するヒアリングを実施し、技術評価点が最も高い者を優先交渉権者としてその技術提案を踏まえて仕様・価格を決定する方式をいう。
（６）本件工事においては、提出された技術提案に基づき選定された優先交渉権者と設計業務に係る契約を締結すると同時に、橋梁工事の契約に至るまでの手続きに関する協定を締結する。設計の過程で価格等の交渉を行い、設計業務完了後に行う橋梁工事の価格の交渉が成立した場合に、それぞれの橋梁工事の契約を締結する。なお、本件工事は、震災復興事業のため早期供用を目的としており、東北震災復興でのファストトラック方式を参考に、設計業務の一部が完了したことで橋梁工事に着手可能な場合は、部分的であっても工事契約を行う場合がある（協定の内容は、基本協定書案による。）。
（７）優先交渉権者と１６.（１）見積もり合わせにより設計業務に係る契約の相手方が決定できなかった場合は、次順位の者と同様の手続きを行い、以降交渉が成立するまで次順位以降の者と同様の手続きを行う。

５.競争参加資格
本件工事に係る競争に参加する者も必要な資格を有するものは、次に揚げる条件をすべて満足し、かつ、契約責任者による本件工事に係る競争入札参加資格の結果、資格があると認められた者とする。

（１）消費税及び地方消費税、並びに熊本県税に未納がないこと。

（２）熊本県暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号）第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団密接関係者でないこと。
（３）地方自治法施行令第１６７条の４に該当しない者であること。
（４）熊本県工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領（平成２９年３月２４日付け公示第２７２号改正）に基づく入札参加停止措置を受けていない者であること
（５）下記の条件を満たす者又は特定建設工事共同企業体とする。

１）単体で申請する場合
上記（１）～（４）の条件を満たし、かつ下記（ア）及び（イ）の条件を満たすこと。
（ア）鋼構造物工事（熊本県工事入札参加者資格審査格付要綱（平成１５年熊本県告示第２２１号。以下「格付要綱」という。）に基づく鋼構造物工事をいう。以下同じ。）の有資格業者であること。

（イ）熊本県の建設工事入札参加資格における「鋼構造物工事の総合評定値が1100点以上の者」であること。

２）共同企業体で申請する場合

上記（１）～（４）の条件を満たし、かつ下記（ア）～（ウ）の条件を満たす２者又は３者で構成された特定建設工事共同企業体とする。特定建設工事共同企業体の甲型及び乙型に係らず、代表者は（ア）・（イ）・（エ）の条件を、構成員は（ウ）・（エ）の条件を満たさなければならない。
（ア）代表構成員が、鋼構造物工事（熊本県工事入札参加者資格審査格付要綱（平成１５年熊本県告示第２２１号。以下「格付要綱」という。）に基づく鋼構造物工事をいう。以下同じ。）の有資格業者であること。

（イ）代表構成員が、熊本県の建設工事入札参加資格における「鋼構造物工事の総合評定値が1100点以上の者」であること。
（ウ）構成員が、熊本県の建設工事入札参加資格における「土木一式工事の総合評定値が1042点以上の者」であること。
（エ）全ての構成員が、鋼構造物工事又は土木一式工事に係る監理技術者となることができる者又は主任技術者となることができる者で国家資格を有する者が存し、施工に当たっては、これらの技術者を施工現場に専任で配置し得ること。（乙型の場合は、担当する工事を施工する期間のみで可）
（６）平成15年度以降に元請として完成・引き渡しが完了した以下の工事の施工実績を有すること（特定建設工事共同企業体及び経常建設共同体の構成員としての施工実績は、出資比率20％以上の場合のものに限る）。
１）単体の場合

下表に掲げる同種工事もしくは類似工事の施工実績を保有すること。

２）特定建設工事共同企業体の場合（甲型・乙型共通）
特定建設工事共同企業体の代表構成員が、同種工事もしくは類似工事の施工実績を保有すること。
表１　施工実績

	
	土木工事

	同種工事
	道路橋又は鉄道橋において、鋼アーチ橋の施工を行った工事

	類似工事
	道路橋又は鉄道橋において、鋼橋の施工を行った工事


３）確認資料の様式は、別記様式２による。
（７）次に掲げる基準を満たす現場代理人、主任技術者又は監理技術者を橋梁工事に専任で配置できること。なお、専任を要する期間は、工事現場が稼働している期間とする。
１）主任技術者又は監理技術者が、平成15年度以降に元請として完成・引き渡しが完了した以下の工事の施工実績を有する者であること。

（ア）単体の場合

表１に掲げる同種工事もしくは類似工事の施工実績を保有すること。

（イ）特定建設工事共同企業体の場合（甲型・乙型共通）

特定建設工事共同企業体の代表構成員が、特定建設工事共同企業体として配置予定の主任技術者又は監理技術者が同種工事もしくは類似工事の実績を保有すること。
２）監理技術者及び主任技術者の下記の資格要件を満たすこと。

（ア）一級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有すること。

（イ）監理技術者は、監理技術者資格者証明及び監理技術者講習修了書を有する者であること。
３）現場代理人、主任技術者及び監理技術者は、競争参加希望者と3ヶ月以上の直接的な雇用関係にあること。

４）主任技術者又は監理技術者の工事途中における交代は認めない。ただし、配置技術者が死亡・傷病等の特別な理由が発生した場合、診断書等の証明書を発注者に提示し、契約責任者が許可した場合に限り交代を認める。

５）競争参加資格確認申請時に、複数の配置予定技術者を届け出た場合に限り、届け出た技術者の範囲の中で工事毎に主任技術者又は監理技術者を変更することを認める。

６）現場代理人に資格要件は求めない。現場代理人は、施工に関する統轄を行うほか、受注者の一切の権限を行使することができる。

（８）次に掲げる基準を満たす設計管理技術者及び照査技術者を設計業務に配置できること。なお、配置予定技術者については、別記様式４－１及び別記様式４－２により確認資料を作成すること。

１）技術者資格

管理技術者及び照査技術者は、以下のいずれかの資格を保有していること

・技術士（建設部門（鋼構造及びコンクリート））

・RCCM（鋼構造及びコンクリート）

（９）共同企業体を構成する場合においては、次に掲げる事項を満たしていること。

１）共同企業体（甲）を構成する場合は、標準特定建設工事共同企業体協定書（甲）（別添2-1）による協定書（案）が提出されていること。また、代表者は等級の異なる者の間では上位等級の者とし、同一の同級の者の間では、構成員において決定された者とする。
２）標準特定建設工事共同企業体協定書（甲）（別添2-1）による協定書案を提出する場合、各構成員の出資比率は均等割りの１０分の６以上であることとし、代表者の出資比率は構成員中最大であること。
３）共同企業体（乙）で構成する場合は、標準特定建設工事共同企業体協定書（乙）（別添2-2）による協定書（案）が提出されていること。
４）標準特定建設工事共同企業体協定書（乙）（別添2-2）による協定書（案）を提出する場合、分担工事額にかかわらず代表者は構成員において決定された者とする。

５）共同企業体で参加した者は単独参加及び他の共同企業体構成員となることはできない。

（１０）下記１０．に定める技術提案書の提出及び１２.に定める改善技術提案書の提出（ただし、１１.技術提案書に関するヒアリングを踏まえて改善技術提案書の提出が不要な場合を除く）をそれぞれ記載の提出方法により、提出期限の日までに提出していること。
６.申請書等の提出 
（１）本件工事の競争参加希望者は、５.に掲げる競争参加資格を有することを証明するために、申請書等を提出し、競争参加資格の確認を受けなければならない。

５.（５）の認定を受けていない者であっても申請書等を提出することができる。この場合においては５.（１）から（４）及び（８）に掲げる事項を満たしているときは、技術提案書の提出の時において５.（５）に掲げる事項を満たしていることを条件として競争参加資格があることを確認するものとする。当該確認を受けた者が競争に参加するためには、技術提案書の提出期限の日において５.（５）に掲げる事項を満たしてなければならない。

なお、次に記載する期限までに申請等の提出をしないものあるいは競争参加資格がないと認められたものは、本競争に参加することができない。
１）提出期間：平成３０年５月１８日（金）から平成３０年６月１日（金）までの土曜日、日曜日及び祝日（以下、「休日」という。）を除く毎日午前１０時から午後４時まで

２）提出場所　９.に同じ
３）提出方法　書面は持参、郵便（書留郵便に限る）又は託送することにより提出するものとし、電送によるものは受け付けない。

４）返信用封筒として、表に貴社の住所、氏名を記載し、所定の料金の切手を貼った長３号封筒を申請書等と併せて提出してください。

（２）競争参加確認申請書の様式
競争参加確認申請書は、別記様式－１により提出すること。
（３）確認図書の添付

１）競争参加確認申請書の提出にあたり、下記に示す内容を記した確認資料を添付すること。

（ア）企業の施工実績は、別記様式－２に記載すること
（イ）主任技術者又は監理技術者の同種工事実績は、別記様式－３に記載すること。
（ウ）設計管理技術者及び照査技術者の同種業務実績は、別記様式－４に記載すること。
（エ）同種工事の実績として記載された業務内容を把握できる契約書類の写しを提出すること。ただし、一般財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている場合は、その実績データ（施工実績（施工経験）内容の確認出来る実績データ）の写しを提出すること。ただし、ＣＯＲＩＮＳ登録している実績データのみでは必要とする施工実績（施工経験）のすべての内容が確認できない場合は、ＣＯＲＩＮＳ登録データに併せて契約図書等の写し（ＣＯＲＩＮＳで確認できない施工実績（施工経験）の内容の確認ができる資料）を提出すること。
（オ）技術者資格証明資料の写し

５.（７）の２）に記す主任技術者又は監理技術者及び５.（８）に示す設計管理技術者及び照査技術者の資格の内容を把握できる証明書等の写しを提出すること。
（４）申請書等に５.（９）に記す協定書（案）を添付すること。
（５）競争参加資格の確認の結果は、申請書等の提出日から平成３０年６月６日（水）までの間に通知する。
（６）その他

１）申請書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
２）提出された申請書等は、返却しない。

３）提出期限日以降における申請書等の差し替え又は再提出は認めない。

７.競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１）競争参加資格がないと認められた者は、契約責任者に対して競争参加資格がないと認められた理由について、別記様式－５により、次に従い説明を求めることができる。

１）提出期間：平成３０年６月８日（金）　午後４時まで

２）提出場所　９.に同じ
３）提出方法　書面は持参、郵便（書留郵便に限る）又は託送することにより提出するものとし、電送によるものは受け付けない。

（２）契約責任者は、説明を求められたときは、平成３０年６月１２日（火）までに説明を求めた者に対し書面により回答する。
８.設計図書等の交付

（１）設計図書の交付のうち下記１）から３）は、入札説明書の添付として南阿蘇鉄道株式会社ホームページに掲載する。

１）別添１：基本協定書（案）

２）別添２：標準特定建設工事共同企業体協定書（甲）（乙）

３）別添３：概略図面

（２）設計図書の交付のうち、基本設計等の過年度成果物については、別途資料を貸与する。ただし、申請書等を提出しない場合は、速やかに返却すること。

１）依頼先　：３.に同じ

２）依頼方法：メールによる申請（宛先・担当を明確にすること）
３）交付期間：平成３０年５月２１日（月）から平成３０年６月１日（金）　午後４時まで

４）交付方法：ＣＤ-Ｒによる送付

５）返却期日：平成３０年６月１日（金）　午後４時まで
６）返却先：９.に同じ

９.入札説明書に対する質問 

（１）申請書等、参考額及び技術提案書の作成について質問がある場合は、質問・回答書（様式自由）に簡素に記載すること

（２）提出方法　質問・回答書の提出方法は電子メールとする。

（３）提出場所　南阿蘇鉄道株式会社　総務課
（住　　所）〒869-1602　熊本県阿蘇郡高森町大字高森1537-2 

（電話番号）　0967-62-0058
（Eメール） nantetsu@athena.ocn.ne.jp

（４）提出期限　　平成３０年６月１５日（金）　１６時まで

（５）回答方法は、南阿蘇鉄道株式会社ホームページ（最新情報）に随時掲載する。

１０.技術提案書の作成及び提出

（１）技術提案書は、別記様式－７及び８を用いて作成する。

１）別記様式－７は、本件工事に対する設計実施体制（組織表）及び設計方針を簡素に纏めること。設計方針は主に本件工事に係るリスク（課題）と対応策について記載すること。

２）別記様式－８は、本件工事の施工に係る具体的な提案を求める。提案内容は以下の３つとする。
ア）事業工程を確保するための具体的な施工方法について
イ）上部工と下部工との設計上の連携方法に関する考え方
ウ）施工安全性の確保について

３）使用する言語は日本語、数値はＳＩ単位系、通貨は日本円とする。

４）使用する文字サイズは、10pt以上とし、様式内に添付する図面の文字サイズは任意とするが、グレースケール印刷で判読が可能なこと。

５）別記様式－７は、Ａ３（横）１枚以内にまとめること（別記様式－７は枚数に含めない）。

６）別記様式－８は、Ａ３（横）３枚以内にまとめること（鑑は枚数に含めない）。ただし、提案内容を説明するための図面や補足説明資料（枚数に制限は設けない）を添付することができる。
７）技術提案書内には、個別の企業が判別できないよう企業名等は記入しないこと。
（２）技術提案書作成に関し、軌道内、他機関管理用地及び工事敷地内での現場踏査を希望する者は、事前に契約責任者に現場踏査申請書（別記様式－９）を提出し、了解を得た上で現場踏査をしなければならない。

１）提出期間：平成３０年６月８日（金）　午後４時まで

２）提出場所　９.に同じ

（３）本件工事の規模は、競争参加資格があることが確認された者から提出された詳細設計業務見積内訳書及び概算工事費内訳書（以下、「概算見積書」という）を元に参考額を決定するため、技術提案書に概算見積書を添付すること。

１）当該事業費は、前年度検討段階の条件下においては、３，９００百万円を上限としている。
　　※前年度検討段階では、起点側の犀角山掘削が部分的で資材搬入路に犀角山トンネルを使用する計画であったが、現時点では犀角山トンネルまで掘削され施工ヤードと進入路が確保される計画となっている。

２）概算見積書の様式は任意とする。

（４）技術提案書及び概算見積書の提出は、下記のとおりとする。

１）提出期間：平成３０年６月１８日（月）　午後４時まで

２）提出場所　３.に同じ
３）提出方法　書面は持参、郵便（書留郵便に限る）又は託送することにより提出するものとし、電送によるものは受け付けない。

４）提出資料

提出部数は正１部、副１部とし、ホッチキス止めはしないこと。

ア）技術提案書表紙（別記様式－６）

イ）別記様式－７

ウ）別記様式－８

エ）概算見積書（様式任意）
（５）その他

１）技術提案書の作成（現場踏査含む）及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
２）提出された技術提案書は、返却しない。

３）提出期限日以降における技術提案書の差し替え又は再提出は認めない。

４）提出された技術提案書は、技術提案書の特定以外には提出者に無断で使用しない。

５）技術提案書に虚偽の記載をした場合は、技術提案書を無効とする。

１１.技術提案書に関するヒアリング
（１）ヒアリング日時　平成３０年６月２０日（水）を予定しているが、改めてヒアリング日時を文書で通知する。

（２）ヒアリング場所　別途通知するものとする。ただし、熊本県内とする。
（３）ヒアリングの実施方法

①準備時間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5分

②技術提案内容の説明　　　　　　　　　　　　　　15分

③質疑応答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15分

（４）ヒアリングの参加者　
１）ヒアリングの参加者には、配置予定技術者（主任技術者又は監理技術者）として登録している者の中から１名以上を含めること。

２）ヒアリングの参加者には、設計管理技術者又は照査技術者として登録している者の中から1名以上を含めること。
３）参加可能者数は、最大５名までとする。

（５）ヒアリング時の留意事項

１）ヒアリング時は、公平な審査のため、技術提案内容の説明及び質疑応答に際しては、企業名・氏名を記載・発言しないこと

２）ヒアリング時に追加資料は受け付けない。

３）ヒアリングにおけるプレゼンテーションは、プロジェクターを使用し実施する。

ア）プロジェクターは発注者が準備する。

イ）パソコン及び映写用のデータは提案者が準備及び持参する。

１２.改善技術提案書提出の期限、場所及び方法
（１）改善技術提案書作成の合意

競争参加資格があると確認された者は、１１.技術提案書に関するヒアリングを踏まえて合意した改善事項を反映させた改善技術提案書及び改善概算見積書を提出しなければならない。
（２）改善技術提案書の提出は、下記のとおりとする。

１）提出期間：平成３０年６月２５日（月）　午後４時まで

２）提出場所　９.に同じ
３）提出方法　書面は持参、郵便（書留郵便に限る）又は託送することにより提出するものとし、電送によるものは受け付けない。

４）提出資料

提出部数は正１部、副１部とし、ホッチキス止めはしないこと。

ア）改善技術提案書表紙（別記様式－６）

イ）別記様式－７

ウ）別記様式－８

エ）概算見積書（様式任意）
１３.優先交渉権者を選定するための基準

優先交渉権者の選定にあたっては、第一白川橋りょう復旧工事審査委員会（以下、「委員会」という）において審査を行う。
（１）評価の着眼点は下記のとおりとする。

①設計方針、組織体制

②技術提案内容に対する本件工事に関する実行確実性、経済性、生産性等

③その他、南阿蘇鉄道の復旧に対する理解度

（２）提出された参加表明及び技術提案書等をもとに委員会が審査のうえ、評価点を算出し、最高点の業者を優先交渉権者として選定する。
（３）評価点の配分を下表に示す。

（４）評価点が同点の場合は、概算見積金額の安価な企業を優先交渉権者とする。

（５）評価結果については、南阿蘇鉄道株式会社ホームページ（最新情報）に公開する。

	項目
	評価の着眼点
	配点

	企業及び配置予定技術者の能力
	企業の実績

（別記様式－２）

	同種又は類似施工実績業務等の実績

1 道路橋又は鉄道橋において、最大支間長70m以上の鋼アーチ橋の施工を行った工事
2 道路橋又は鉄道橋において、鋼アーチ橋の施工を行った工事
3 道路橋又は鉄道橋において、鋼橋の施工を行った工事

	10点

5点

0点



	
	設計管理技術者

（別記様式－４）
	同種又は類似設計業務等の実績

1 道路橋又は鉄道橋における鋼橋の上部工設計業務（基本設計又は詳細設計）において設計管理技術者又は照査技術者としての実務経験を有する。

2 上記の実績を有さない場合

	5点
0点


	技術提案
	設計方針等

（別記様式－７）
	取組姿勢（体制）
	10点

	
	
	課題認識と対策の適格性
	25点

	
	提案内容（実行確実性、生産性等）

（別記様式－８）
	30点

	
	ヒアリング
	20点

	合　計
	100点


（注）共同企業体参加の場合は、代表構成員の実績を評価する。

１４.選定及び非特定理由に関する事項

（１）優先交渉権者として選定された１者に対しては、選定された旨を書面により通知する。

（２）提出した技術提案書の技術評価点が次順位以降となった者となった者に対しては、次順位以降の交渉権者として選定された旨を書面により通知する。
（３）提出した技術提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨とその理由（以下「非特定理由」という。）を書面により、発注者から通知する。

（４）上記（１）の通知を受けた者は、通知した日の翌日から起算して10 日（熊本県の休日を定める条例（平成元年3月25日条例第10号）第1 条に規定する休日（以下「休日」という）を含めない。）以内に、書面（様式自由）により、発注者に対して非特定理由について説明を求めることができる。

（５）非特定理由についての説明を求められたときは、書面を受理した日の翌日から起算して10 日（休日を含まない）以内に書面により回答する。

（６）該当理由の説明請求の受付場所、受付時間、受付方法及び回答方法

①受付場所　９.に同じ。

②受付時間
　午前１０時から午後４時まで。（土曜日、日曜日及び休日は除く）

③受付方法　FAX 又はメール。なお、送信確認を３.の担当者に確認すること。

また書面には、回答を受ける担当者名及び連絡先を明記すること。

④回答方法　FAX 又はメール。

１５.優先交渉権者との設計業務に係る仕様書確認

（１）優先交渉権者は、１４.（１）による通知を受けた後、契約責任者が別に指定する日までに設計業務に関する仕様書の提出を行い、契約責任者の確認を受けなければならない。
（２）契約責任者から上記（１）で提出した仕様書に基づく設計図書が交付された後、優先交渉権者は当該設計図書に対応する設計業務の見積書を提出し、契約責任者の確認を受けなければならない。

１６.優先交渉権者との設計業務に係る見積り合わせ
（１）上記１５.（２）による契約責任者の確認後、設計業務に係る見積り合わせを行うものとする。

（２）見積り合わせの日時及び場所は、見積方通知書に示す日時及び場所とする。

１７.基本協定の締結
設計業務の契約の締結にあたり、優先交渉権者は設計業務完了後の橋梁工事の契約に向けた価格等の交渉等に関する基本協定を締結するものとする。
１８.設計業務の契約に係る請負者との橋梁工事の契約に向けた価格等の交渉
（１）優先交渉権者は、設計業務完了後に交付された工事設計図書に対応する工事費見積書及び工事費内訳書（以下、「工事費見積書等」という。）を提出する。

（２）優先交渉権者は、工事費見積書等に基づく工事費の見積条件の見直し、見積額の変更等の交渉（以下、「価格等の交渉」という）に真摯に対応するものとする。

（３）優先交渉権者は、価格等の交渉後、最終工事費見積書及び最終工事費内訳書（以下、最終工事費見積書等）という。）を提出するものとする。

（４）価格等の交渉を経ても、その内容の妥当性や必要性が認められない場合は、交渉を不成立とし、優先交渉権者を契約の相手方としないものとする。

１９.設計業務の契約に係る請負者との橋梁工事に係る見積り合わせ

（１）上記１８.による価格等の交渉後、橋梁工事に係る見積り合わせを行うものとする。

（２）優先交渉権者は、上記（１）に定める見積り合わせにあたっては、最終工事費見積書等に基づく見積書を提出しなければならないものとし、見積り合わせにおいては、技術提案の変更は一切認めないものとする。ただし、見積額は、見積書に記載された項目毎の金額が、最終工事費見積書等に記載された当該項目毎の金額を上回らない場合に限り変更することができるものとする。
（３）見積り合わせの日時及び場所は、見積方通知書に示す日時及び場所とする。
２０.工事費内訳書等の提出

（１）橋梁工事に係る見積り合わせに際し、見積書に記載される見積り金額に対応した工事費内訳書の提出を求める。工事費内訳書は、原則として電磁的記録で格納した電磁的記録媒体（ＣＤ-Ｒ）で提出するものとするが、電磁的記録媒体での提出ができない場合は、紙の単価表を提出するものとする。
（２）工事費内訳書は、発注者が配布した工事費内訳書（単価が記載されていないもの）の電磁的記録に単価及び金額を記載したものとする。
（３）工事費内訳書は、返却しない。

（４）工事費内訳書の提出の期限、場所及び方法は優先交渉権者に対する指示書による。

２１.見積の無効

申請書・技術提案書等に虚偽の記載をした者のした見積書及び見積に関する条件に違反した見積書は無効とする。また、無効の見積り合わせを行った者を契約の相手方としていた場合は契約の相手方としての決定を取り消すものとする。

なお、契約責任者により優先交渉権者と特定されたものであっても、見積り合わせ時において５.に掲げる資格のないものは、優先交渉権者としない。
２２.契約の相手方の決定方法
優先交渉権者に対する指示書による。

２３.支払条件
南阿蘇鉄道工事請負基本契約約款（案）による。
２４.本件工事に直接関係する他の工事の請負契約を、当該工事の請負契約の相手方と随意契約により締結する予定の有無　　有　　
２５.その他の留意事項等
（１）競争参加資格の申請等提出後に、主任技術者又は監理技術者、設計管理技術者及び照査技術者が、死亡、病床、退職等極めて特別な場合でやむを得ない場合で契約責任者が承諾した場合に限り、橋梁工事契約締結時に変更する事ができる。ただし、変更前の同等以上の技術者であること。

（２）不測の事態により本手続きの開始の公示内容に変更が生じた場合は、次のとおり措置する。

１）競争参加資格の確認結果の通知前の場合は、改めて公示する。

２）競争参加資格の確認結果の通知後の場合は、資格を有すると認められた者に対し、書面により通知するものとする。

別記様式－１（競争参加資格確認申請書）
競争参加資格確認申請書

平成　　　年　　　月　　　日

南阿蘇鉄道株式会社　

代表取締役社長　草村大成様

（代表構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

平成３０年５月１８日付けで手続き開始の公示のありました第一白川橋りょう復旧工事に係る競争に参加する資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

　なお、入札説明書５.に示された競争参加資格にかかる要件について、以下のとおり宣誓するとともに、添付書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

〇当社は、入札説明書５.に示された競争参加資格を満たします。
〇当社は、上記工事に係る設計業務等の請負人、当該設計業務等の下請人、又は当該請負人もしくは下請人と資本もしくは人事面において関連がある者ではありません。
〇今後、契約の相手方決定までの間において上記宣誓事項に変更が生じた場合は、速やかに書面をもって契約責任者宛てに申し出ます。

記

1.入札説明書５.（６）に定める施工実績を記載した書面

2.入札説明書５.（７）に定める主任技術者又は監理技術者の資格等を記載した書面

3.入札説明書５.（８）に定める設計管理技術者及び照査技術者の資格等を記載した書面
4.上記1.から3.に示す確認資料 
5.共同企業体協定書案（共同企業体を構成する場合に限る）
【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　
（注）共同企業体を構成する場合は、構成員の連名により申請し下さい。

別記様式－２（同種工事の施工実績）
提出者名　　　　　　　　　　　　

■施工に関する同種実績

（単体又は代表構成員名）

	施工
	同種工事
	（注）表１同種工事に示す①もしくは②を示すこと

	
	工事名
	

	
	発注者
	

	
	受注者
	（注）共同企業体の場合は出資比率を記載すること

	
	工事期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	請負代金
	　　　　　　　　　　　円

	
	工事箇所名
	

	
	工事内容
	（注）工法・規模・寸法等を記載すること

	
	CORINS

登録番号
	


（構成員名）

	施工
	同種工事
	（注）表１同種工事に示す①もしくは②を示すこと

	
	工事名
	

	
	発注者
	

	
	受注者
	（注）共同企業体の場合は出資比率を記載すること

	
	工事期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	請負代金
	　　　　　　　　　　　円

	
	業務箇所名
	

	
	工事内容
	（注）工法・規模・寸法等を記載すること

	
	CORINS

登録番号
	


（注）記入欄は適宜加除すること。

（注）確認資料を添付すること。

別記様式－３（主任又は監理技術者の施工実績等）
平成　　　年　　　月　　　日

配置予定技術者の実績（主任・監理技術者）

	監理・主任

技術者
	氏名


	生年月日


	年齢

歳

	
	現在の所属・役職名



	
	保有資格等　　（資格名）　　　　　　　（取得年月）

	同種工事の実績

	工事
	工事名
	

	
	発注者
	

	
	受注者
	（注）共同企業体の場合は出資比率を記載すること

	
	工事期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	請負代金
	　　　　　　　　　　　円

	
	工事箇所名
	

	
	工事内容
	（注）工法・規模・寸法等を記載すること

	
	担当
	


（注）監理・主任技術者の該当しない方に削除線を入れること。

（注）監理・主任技術者毎に記入すること。

（注）確認資料を添付すること
別記様式－４（設計管理・照査技術者の同種設計業務実績等）
配置予定技術者の実績等（設計管理・照査技術者）

	管理・照査
技術者
	氏名


	生年月日


	年齢

歳

	
	現在の所属・役職名



	
	保有資格等　　（資格名）　　　　　　　（取得年月）



	同種業務の実績

	業務
	業務名
	

	
	発注者
	

	
	受注者
	

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務委託料
	　　　　　　　　　　　円

	
	業務箇所名
	

	
	業務内容
	

	
	担当（役割）
	

	


（注）管理・照査技術者の該当しない方に削除線を入れること。

（注）確認資料を添付すること

別記様式－５（競争参加資格がないと認めた理由の説明請求書）
競争参加資格がないと認めた理由の説明請求書
平成　　　年　　　月　　　日

南阿蘇鉄道株式会社　

代表取締役社長　草村大成様

（代表構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

平成３０年６月●日付けで通知された、第一白川橋りょう復旧工事に係る競争参加資格確認申請についての審査において、競争参加資格がないと認めた理由について、下記のとおり説明を求めます。

記

１.業務名　第一白川橋りょう復旧工事
２.当該案件の公示日　平成３０年５月１７日
３.疑問内容

以上

別記様式－６（技術提案書鑑）
（改善）技術提案書

平成　　　年　　　月　　　日

南阿蘇鉄道株式会社　

代表取締役社長　草村大成様

（代表構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

平成３０年５月１８日付けで手続き開始の公示のありました第一白川橋りょう復旧工事に係る技術提案書を下記の通り提出いたします。

1.入札説明書１０．（１）１）に定める本件工事に対する設計実施体制及び設計方針を記載した書面
2.入札説明書１０．（１）２）に定める本件工事の施工に係る具体的な提案を記載した書面
3.上記2.に関する図面、補足説明資料
【連絡先】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　
別記様式－７（設計方針　鑑）
設計実施体制及び設計方針

（注）別記様式－７は、本件工事に対する設計実施体制（組織表）及び設計方針を簡素に纏めること。

（注）設計方針は主に本件工事に係るリスク（課題）と対応策について記載すること。

（注）本様式は鑑のみとし、具体的な内容については、A3横１枚（様式任意）に纏めること。

【作成担当者】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　
別記様式－８（施工に係る具体的な提案　鑑）
具体的な施工方法等
（注）別記様式－８は、本件工事の施工に係る具体的な提案を求める。提案内容は以下の３つを記載すること。

ア）事業工程を確保するための具体的な施工方法について
イ）上部工と下部工との設計上の連携方法に関する考え方
ウ）施工安全性の確保について

（注）本様式は鑑のみとし、具体的な内容については、A3横３枚（様式任意）に纏めること。
【作成担当者】　担当者所属　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　
別記様式－９（現場踏査申請書）
現場踏査申請書

平成　　　年　　　月　　　日

南阿蘇鉄道株式会社　

代表取締役社長　草村大成様

（代表構成員）　　　　　　　　　　　　　　　　

住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　㊞　

平成３０年５月１７日付けで手続き開始の公示のありました第一白川橋りょう復旧工事に係る技術提案書の作成にあたり、下記に示す場所の現地踏査を実施したく申請します。

また、現地踏査施は、契約責任者の指示の下で実施することを誓約いたします。
1.調査希望日時：

①第１希望：　　平成　　年　　月　　日（　）　　時　～　　時
　　　　　　　　　　　　　　　②第２希望：　　平成　　年　　月　　日（　）　　時　～　　時

　　　　　　　　　　　　　　　③第３希望：　　平成　　年　　月　　日（　）　　時　～　　時

2.現地踏査実施者（最大５名まで）
1 責任者：　氏名　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　

2 担当者：　氏名　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　

3 担当者：　氏名　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　

4 担当者：　氏名　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　

5 担当者：　氏名　　　　　　　　　　　　　年齢　　　　

3.連絡先：
会社名：


担当者名：


電話番号：


ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
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